
神戸市長田区本庄町３丁目１６番

低層住宅地

一般住宅、共同住宅
、店舗等が混在する
住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 20 50 50 低層住宅地

-

１住居(70,200)
準防

新型コロナ禍やウクライナ情勢の長期化等の影響により景気の先
行きは不透明である。なお、長田区の人口は減少傾向で推移して
いる。

最寄り駅へのアクセスが良好であり、周辺には日用品店舗等も比
較的多い既成の住宅地域である。なお、地域要因に格別の変動は
ない。

個別的要因に変動はない。

周辺にはアパート等の賃貸物件も存在するが、画地条件から経済合理性を有する賃貸住宅の想定は現実的ではなく、収益還
元法は適用しない。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指標として取引価格
の決定を行うことが通常と考えられる地域である。よって本件では、標準地との均衡に留意し、指定基準地からの検討をも
踏まえ、市場の実勢を反映し規範性の高い比準価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

一般住宅、共同住宅、店舗等が混在する住宅地域である。地域要因に大きな変化はなく、生活利便性の比較的高い住宅地域
にあって、今後の地価は若干の上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 181,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

182,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-6.0

-9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ鷹取駅南東方
300m

ＪＲ鷹取
300m

(8)

南西8.5m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
地区計画等

角敷地等指定区域
(70,200)

特にない 基準方位　北
８．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「本庄町３－３－７」

②地積

（㎡）

66

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 65  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

182,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

154,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6％ ％

85.5 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

181,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

93.1 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 10日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

12,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 182,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

145,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陽本線、山陽電鉄、神戸市営地下鉄等の沿線で、神戸市中西部の駅徒歩圏に存する住宅地域である。
需要者は神戸市の居住者が中心であり、その中でも地縁者が中心になると考えられる。最寄り駅への接近性が良好な区画整
理済の平坦地であり、需要は堅調で地価は若干の上昇傾向で推移している。土地は本件基準地と同程度の規模であれば総額
１２００万円程度が需要の中心価格帯である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

林 秀樹



神戸市長田区高東町１丁目６６番２外

低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 60 30 30 低層住宅地

-

１低専(50,100)
土砂災害警戒区域

特にＪＲ沿線の住宅需要がこれまで同様に集中しているのに加え、
総額が嵩まない小規模物件等への購入需要に活発な動きが認めら
れる。

山手に位置するため地勢の面で生活利便性が劣ることや自然災害
への警戒感から人口減が続いており、需要は低調な状態が継続し
ている。

個別的要因に変動はない。

本件基準地は鉄道駅や中心市街地へのアクセスに難があることなどから、貸家に対する有効な需要が見出せないため収益価
格は試算しない。本件基準地は自用目的での取引を主として居住の快適性を重視する住宅地域に位置し、取引価格水準を指
標に価格が決定されることが一般的と認められることから、代表標準地から検討した価格との均衡を踏まえ、本件基準地と
代替関係が認められる取引事例から試算した比準価格を採用して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

人口減少が続く神戸電鉄沿線に位置する住宅地域であり当分は現状を維持すると予測する。地勢等の面で生活利便性が劣る
ことや自然災害への警戒感から需要は弱含みであり、当面は下落傾向の地価で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+3.0

+52.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄丸山駅西
1.6km

神戸電鉄丸山
1.6km

(8)

北西3.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北
３．５ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「高東町１－６－２１」

②地積

（㎡）

131

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 14.5  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

59,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.4％ ％

166.1 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

4,590,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は長田区及び隣接区の兵庫区の北部に位置する、神戸電鉄「丸山」もしくは「鵯越」駅を最寄り駅とする
住宅地域一円と判断する。需要者は市内居住の一次取得層のほか地縁的選好者による引き合いも見受けられるが、山手に位
置するため交通アクセス等の面で生活利便性が劣ること等から住宅需要は依然として弱含み感がある。土地は４５０万円程
度（１３０㎡程度）が需要の中心となり、新築戸建物件は２０００万円台が需要の上限と判断する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

村本不動産鑑定士事務所

村本　健次



神戸市長田区上池田１丁目２３番１０

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 20 30 戸建住宅地

-

１中専(70,200)
準防

新型コロナ禍やウクライナ情勢の長期化等の影響により景気の先
行きは不透明である。なお、長田区の人口は減少傾向で推移して
いる。

坂道や狭隘な道路が多く、最寄り駅へのアクセスにもやや難のあ
る既成の住宅地域である。なお、地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺にはアパート等の賃貸物件も存在するが、画地条件から経済合理性を有する賃貸住宅の想定は現実的ではなく、収益還
元法は適用しない。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指標として取引価格
の決定を行うことが通常と考えられる地域である。よって本件では、標準地との均衡に留意し、指定基準地からの検討をも
踏まえ、市場の実勢を反映し規範性の高い比準価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅が建ち並ぶ熟成した住宅地域である。地域要因に大きな変化はなく、最寄り駅へのアクセスにやや難があ
ることなどから、今後地価はやや下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 124,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

123,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 14

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+4.0

+18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸高速高速長田駅西
方
1.1km

神戸高速高速長田
1.1km

(8)

南東7.5m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位　北
７．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「上池田１－５－２」

②地積

（㎡）

82

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 80  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

123,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

150,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8％ ％

120.3 ］

100［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

123,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+6.0

+32.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

138.5 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 10日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

10,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 123,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

99,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね神戸市長田区内の住宅地域である。需要者は圏域内居住者が中心であり、地元需要が大半を占める。旧来
からの成熟した既存住宅地域であり、周辺には坂道や狭隘な道路等も多く街路条件が良好とはいえず、また、最寄り駅への
アクセスにもやや難があることなどから、需給はやや弱含みで推移している。近隣地域及びその周辺での売買の中心価格帯
は、標準的な規模の土地で１０００万円程度、新築の建売住宅で総額２５００万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

林 秀樹



神戸市長田区浜添通２丁目１番１内

低層住宅地

中低層の小規模一般
住宅、共同住宅の中
に店舗等が混在する
住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 70 20 低層住宅地

-

準工(70,200)
準防

景気は持ち直しの動きが見られ、区の中心部に近く利便な住宅地
域への需要は底堅い。

国道２号以南の混在住宅地域で、外部からの需要は少ないが、供
給も少ないため、需給の状況は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

一般住宅、共同住宅及び店舗等が混在する住宅地域であり、賃貸市場は成熟しているものの、賃貸収入に基づく収益性から
意思決定する需要者が多いとは言えず、自用目的での取引が中心である。よって、市場の実態をより反映した比準価格を標
準とし、収益価格を参考として、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

共同住宅
ＬＳ２

中低層の小規模一般住宅、共同住宅の中に店舗等が混在する住宅地域であり、当面は現況通り推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 113,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

114,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 18

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+3.0

+6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄苅藻駅
北
510m

神戸市営地下鉄苅藻
510m

(8)

東4.4m市道

準工
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北
４．４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「浜添通２－２－２８」

②地積

（㎡）

353

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0 ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 350 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

114,000 円／㎡

66,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

129,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.9％ ％

114.6 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

114,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+2.0

+41.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

148.1 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

40,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 114,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

90,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市営地下鉄海岸線、神戸高速鉄道東西線、山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線で、概ね長田区南部の住宅
地域である。需要者の中心は、長田区及び兵庫区内の居住者が大半であるが、規模の大きい画地については市内の不動産業
者や事業者等が考えられる。旧来からの既存の混在住宅地域で需給は比較的安定している。取引される画地規模は大小様々
であり、需要の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

清水重善不動産鑑定所

清水重善



神戸市長田区片山町１丁目８番１８４

低層住宅地

中小規模一般住宅の
多い山手の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 20 10 30 低層住宅地

-

１中専(70,200)
準防

長田区の南部平坦地で利便性の優れる地域を中心に地価は上
昇傾向。北部丘陵地では下落傾向が継続している。

地域要因に特別の変動はない。駅や都心部への接近性が優れ、
商業施設も集積し利便性が良好である。

個別的要因に変動はない。

周辺には共同住宅等の賃貸物件も混在するが、画地条件から経済的に合理性の認められる賃貸住宅の想定は現実的では
なく、収益還元法は適用しない。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指
標として価格の決定を行うことが通常と考えられる地域である。よって、市場の実態を反映した比準価格を採用し、代
表標準地との均衡にも留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

中小規模の一般住宅を中心とする旧来からの住宅地域であり、今後も現状を維持しつつ推移すると予測する。駅から徒
歩圏にあって利便性が高く、需給関係は安定していることから地価は概ね横ばいで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 167,000円／㎡

公示価格 167,000円／㎡

標準地番号 神戸長田 4-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

167,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸高速高速長田駅北
570m

神戸高速高速長田
570m

(8)

北西6.3m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北　６．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「片山町１－２０－１５」

②地積

（㎡）

74

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 70  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

167,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 25日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

12,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 167,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

135,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸高速鉄道、神戸市営地下鉄等の沿線で、神戸市中西部の圏域に存する住宅地域である。需要者は神
戸市内の居住者で、地縁者が中心になると考えられる。経路に坂道もあるが駅徒歩圏にあり商業施設等への接近性も優
れ、隣接する兵庫区との比較でも割安感が認められることから、地価は安定的に推移している。土地は本件基準地と同
規模であれば総額１２００万円程度、新築戸建住宅は３０００万円台が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



神戸市長田区西代通３丁目７番３

低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北75 45 45 80 低層住宅地

-

１住居(70,180)
準防

住宅需要は東部３区に比し相対的に弱い。区中心部への需要の集
中が継続する一方、コロナウイルス禍の影響は格別見受けられな
い。

堅調な住宅需要が見込める区画整理エリアの外延の平坦部にあり
総額重視の需要層の流入が見込める。地域要因に格別変動はない。

個別的要因に変動はない。

本件基準地は画地規模が小さく間口も狭小であることから賃貸経営上有効な共同住宅を想定することが困難であるため収益
価格は試算しない。本件基準地は自用目的での取引を主として居住の快適性を重視する住宅地域に位置し、取引価格水準を
指標に価格が決定されることが一般的と認められることから、指定基準地から検討した価格との均衡を踏まえ、本件基準地
と代替関係が認められる取引事例から試算した比準価格を採用して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

旧来からの住宅地域で近接する区画整理エリアにはやや劣るものの利便性は高い。コロナ禍の影響は格別見られないが、総
額重視の小規模住宅を求めるの需要層の当地域への流入が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 153,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

154,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 17

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

+3.0

+12.0

+6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄西代駅南西
550m

山陽電鉄西代
550m

(8)

南東4.5m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,180)

特にない 基準方位北
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西代通３－７－２－２」

②地積

（㎡）

52

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

4.5  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 50  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

155,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

195,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.3％ ％

127.2 ］

100.6［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

154,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

+5.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

167,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

110.3 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

8,060,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 155,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

120,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は山陽電鉄本線西代駅のほか長田区中部に位置し各駅から徒歩圏にある住宅地域一円と判断する。需要者
は市内居住の一次取得者層や地縁者による引き合いのほか他市域からの流入も認められる。同圏域の住宅地域は諸施設への
接近性が優れるなど利便性に富むことから比較的規模が小さい物件に対して総額重視の需要層による住宅需要が見込め、土
地は８００万円程度（５０㎡程度）、新築戸建物件は２５００～３０００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

有限会社いずみプレーザルオフィス

小林照幸



神戸市長田区西山町４丁目７番

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い閑静な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 20 30 0 低層住宅地

-

１低専(70,150)
準防

土砂災害警戒区域

長田区の南部平坦地で利便性の優れる地域を中心に地価は上
昇傾向。北部丘陵地では下落傾向が継続している。

山の麓にあって、街路に坂も多く、幅員が狭いことから需要
は低迷している。

個別的要因に変動はない。

公法上の規制等により事業採算性の観点から有効な賃貸住宅を想定することが困難であり、収益目的の取引もほとんど
見られないことから収益還元法は適用しない。自用目的の取引が中心となる戸建住宅地域であり、市場参加者は周辺で
の取引価格の水準を指標として取引を行うことが通常の地域である。よって、市場の実態を反映した比準価格を採用し、
代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅を中心とする住宅地域であり当面は現状を維持しつつ推移すると予測する。山裾の傾斜地にあり最寄駅
からも遠く、需要は低迷している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 60,300円／㎡

公示価格 59,200円／㎡

標準地番号 神戸長田 2-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

58,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸高速高速長田駅北
西
1.5km

神戸高速高速長田
1.5km

(8)

北東4.2m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

(70,150)

特にない 基準方位　北　　
４．２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西山町４－４－１６」

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

58,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

59,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.8 -2.0％ ％

100 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 25日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

12,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 58,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

47,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線、山陽電鉄、神戸高速鉄道等の沿線で、神戸市長田区北部を中心とする古くからの住宅地
域である。需要者は神戸市の居住者が多く、その中でも地縁者が中心になると考えられる。最寄駅から遠く、街路幅員
の狭い山裾の住宅地域にあって需要は低迷し、地価の下落が続いている。土地は本件標準地と同規模で１２００万円台、
新築戸建住宅は２，５００万円程度が需要の中心と考えられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



神戸市長田区浪松町２丁目２３番

中層店舗兼住宅地

中層の店舗併用住宅
が建ち並ぶ駅前の商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 15 45 25 中層店舗兼住宅地

-

近商(100,400)
防火

景気は持ち直しの動きが見られ、区の中心部に近い駅前商業地域
への需要は回復傾向にある。

安定した人口の背後地を主たる顧客とする商業地として潜在的需
要が高く、汎用性が高い駅前の立地条件に着目した潜在的需要が
根強い。

個別的要因に変動はない。

取引市場の実態を反映した比準価格に対し理論価格たる収益価格が乖離したが、これは本来の収益性以上の地価形成がなさ
れていることを背景としている。対象基準地は高汎用性ながら広域からの集客が格別見込めない商業地で、需要者の多くは
代替不動産の水準等を念頭に生業的な事業展開目的から市場参入すると判断されるため、代表標準地から検討した価格との
均衡を踏まえ代替性がある取引事例を基とした比準価格を重視して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ５

店舗兼共同住宅を主とした駅前の在来商業地域で当分は現状維持と予測する。人口推移が安定的な背後地を有する汎用性が
高い近隣商業地域として底堅い潜在的な需要が見込まれる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 235,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

234,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+1.0

+29.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ鷹取駅南東
80m

ＪＲ鷹取
80m

(8)

北東15m市道

近商
(80,400)
防火

（その他）　　　　
(100,400)

特にない １５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「浪松町２－１－１２」

②地積

（㎡）

68

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0 ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 70 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

244,000 円／㎡

175,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

324,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

138.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

16,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 235,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

190,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は神戸市中西部の駅徒歩圏で主として背後住民を顧客とする商業地域である。需要者の中心は地縁的選好
性を有する事業者等である。区内商業地域全般の商圏は狭く、背後地が発展・熟成が進んでいる中心部の商業地域は集客の
面から比較的安定しているが、それ以外の地域では需要は弱く特段の発展は望みにくい。需要の中心価格帯は取引自体に個
別性が強く把握することは困難だが、同程度の規模であれば１，６００万円程度と目される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

清水重善不動産鑑定所

清水重善



神戸市長田区松野通１丁目１０３番６外

中層店舗地

中高層の店舗ビル等
が建ち並ぶ駅に近い
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 15 10 35 中層店舗地

-

商業(100,500)
防火

ダイエー跡に進出した「ロピア新長田店」が賑わっている一方、
原材料等高騰から経営基盤が弱い小規模店等には弱含み感が認め
られる。

近時の原材料等高騰の影響があり地域のポテンシャルが十分に発
揮できてないものの、コロナ禍で激減した客足がほぼ戻った状況
である。

個別的要因に変動はない。
なお、北西部分が突出しているやや不整形地であるが、利用障害
を生じる程ではないと判断する。

本件需要者は相場観を念頭に対収益取得コストを意識するため流通性を反映する比準価格に説得力はあるが、本件基準地と
の要因比較で評価主体の恣意性を排除できた事例はなく規範性がやや欠ける。一方、収益価格は本件基準地の市場特性を反
映した理論的価格として指標となり得るが、手法適用において不確実要素を含む短所がある。それぞれ一長一短があるため
両試算価格をそれぞれ重視し、本年公示価格との検討をも踏まえて鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＳＲＣ６Ｆ１Ｂ

安定的背後地を備えた区内上位の商業地域でコロナ禍が落ち着いたので高汎用性の地域として更なる需要の顕在化が期待さ
れるが、昨今の原材料等高騰の影響から短期的な地域要因の将来予測は不透明と言わざるを得ない。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 325,000円／㎡

公示価格 324,000円／㎡

標準地番号 神戸長田 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

324,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ新長田駅北西
130m

ＪＲ新長田
130m

(8)

南西27m市道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
(100,500)

特にない ２７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「松野通１－５－１６」

②地積

（㎡）

350

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

336,000 円／㎡

312,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

324,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.3 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

113,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 324,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

260,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は神戸市中西部の駅徒歩圏で、かつ幹線若しくは準幹線沿いの高度利用可能な商業地域である。需要者の
中心は地縁的選好性を有する事業者若しくは広域展開を図る事業者等である。背後地の熟成が進む中心部の商業地域は燃料
代等の高騰で来店型業態の賃料負担力の低下が認められるがコロナ禍で激減した客足がほぼ戻っている。需要の中心価格帯
は取引自体に個別性が強く把握することは困難だが同程度の規模ならば１億円～１億円半ばと目される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

村本不動産鑑定士事務所

村本　健次



神戸市長田区腕塚町７丁目４番２外

中低層店舗住宅併用地

小規模な低層の店舗
兼住宅の中に一般住
宅が混在する商業地
域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 70 30 20 中低層店舗住宅併用地

-

近商(90,300)
準防

世界的な建設資材の供給不足により、県立総合衛生学院の移
転先である建物の工事着工が延期となる。

「ダイエーグルメシティ新長田店」が昨年末に撤退、その後
本年５月に「ロピア長田店」が出店。

個別的要因に変動はない。

比準価格は市場での成約価格を算定根拠として求めたものであり実証的な価格である。一方収益価格は想定要素を含む
手法でありやや精度が劣る。需要者の多くは収益性を考慮しつつも市場での取引価格の水準を重要な指標として取引を
行っていると考えられる。よって実証的な比準価格を重視し、収益価格を関連づけ、類似地域に存する標準地及び指定
基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３Ｆ１Ｂ

小規模な店舗兼住宅を中心に一般住宅が混在する古くからの商店街である。再開発エリアに近接するが、国道２号の北
側と異なり、南側に位置する本件地域の繁華性は低い。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 195,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

195,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸長田 5

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

-6.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ新長田駅南
650m

ＪＲ新長田
650m

(8)

南東8m市道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　
(90,300)

特にない ８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「腕塚町７－１－３」

②地積

（㎡）

101

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

200,000 円／㎡

142,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

194,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

99.7 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

195,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

+5.0

+38.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

325,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

165.8 ］

99.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 25日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

19,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 195,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

155,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市須磨区から兵庫区に存する小売店舗等を中心とする商業地域である。需要者は圏内に地縁を有する
中小規模の事業者や不動産業者等が想定される。一般住宅も見られる商店街であり繁華性は低い。近接する再開発エリ
アでは令和元年に新長田合同庁舎が完成し、今後は県立総合衛生学院の移転も予定されているが、本件商業地域への影
響は限定的である。画地条件や立地により取引価格はまちまちであり、中心となる価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一


